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３ 安全運転の確保 

安全運転を確保するためには、運転者の能力や資質の向上を図ることが必要である

ことから、運転者のみならず、これから運転免許を取得しようとする者までを含めた

運転者教育等の充実に努めます。特に、今後増加することが予想される高齢運転者に

対する教育等の充実を図ります。 

また、運転者に対して、運転者教育、安全運転管理者による指導、その他広報啓発

等により、横断歩道においては、歩行者が優先であることを含め、子どもや高齢者、

障がい者をはじめとする歩行者や自転車運転者等に対する保護意識の向上を図りま

す。 

さらに、今後の自動車運送事業の変化を見据え、企業・事業所等が交通安全に果た

すべき役割と責任を重視し、企業・事業所等の自主的な安全運転管理対策の推進およ

び自動車運送事業者の安全対策の充実を図るとともに、交通労働災害の防止等を図る

ための取組を進めます。 

加えて、道路交通の安全に影響を及ぼす自然現象等に関する適時・適切な情報提供

を実施するため、ICT 等を活用しつつ、道路交通に関連する総合的な情報提供の充実

を図ります。 

 

（１）運転者教育等の充実 

安全運転に必要な知識および技能を身に付けた上で安全運転を実践できる運

転者を育成するため、免許取得前から、安全意識を醸成する交通安全教育の充実

を図るとともに、免許取得時および免許取得後においては、実際の交通場面で安

全に運転する能力を向上させるための教育を重点的に行います。 

また、これらの機会が単なる知識や技能を教える場に留まることなく、個々の

心理的・性格的な適性をふまえた教育、交通事故被害者等の手記等を活用した講

習を行うなどにより交通事故の悲惨さの理解を深める教育、自らの身体機能の状

況や健康状態について自覚を促す教育等を行うことを通じて、より安全な行動の

とれる運転をしようとする意識を向上させるよう、教育内容の充実を図ります。 

ア 運転免許を取得しようとする者に対する教育の充実 

（ア）指定自動車教習所における教習の充実 

教習に関し、交通事故の発生状況、道路環境等の交通状況を勘案しつつ、

教習カリキュラムの見直し・検討を進めるほか、教習指導員等の資質の向上、

教習内容および技法の充実を図り、教習水準を高めます。 

（イ）取得時講習の充実 

各運転免許を取得しようとする者に対する取得時講習の充実に努めます。 

イ 運転者に対する再教育等の充実 

各種講習により運転者に対する再教育が効果的に行われるよう、講習施設・

設備の拡充を図るほか、講習指導員の資質向上、講習資機材の高度化ならびに
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講習内容および講習方法の充実に努めます。 

特に、飲酒運転を根絶する観点から、飲酒取消処分者講習の確実な実施や飲

酒学級の充実に努めます。 

指定自動車教習所については、運転免許取得者に対する再教育も実施するな

ど、地域の交通安全教育センターとしての機能の充実に努めます。 

ウ 妨害運転等の悪質・危険な運転者に対する処分者講習での再教育 

運転適性検査により、受講者の運転特性を診断した上で、必要な個別的指導

等を実施し、悪質・危険な運転特性の矯正を図ります。 

エ 二輪車安全運転対策の推進 

取得時講習のほか、二輪車安全運転講習および原付安全運転講習の推進に努

めます。また、指定自動車教習所における交通安全教育体制の整備等を促進し、

二輪車運転者に対する教育の充実強化に努めます。 

オ 高齢運転者対策の充実 

（ア）高齢者に対する教育の充実 

高齢者講習の効果的実施に努め、特に実車指導における評価の手法を充実

させるなど、運転技能に着目したきめ細かな講習を実施するとともに、より

効果的かつ効率的な教育に努めます。 

（イ）臨時適性検査等の確実な実施 

認知機能検査、安全運転相談等の機会を通じて、認知症の疑いがある運転

者等の把握に努め、臨時適性検査等の確実な実施により、安全な運転に支障

があると判断される者については運転免許の取消し等の行政処分を行いま

す。 

また、臨時適性検査等の円滑な実施のため、関係機関・団体等と連携して、

同検査等を実施する認知症に関する専門医の確保を図るなど、体制の強化に

努めます。 

（ウ）改正道路交通法の円滑な施行 

「道路交通法の一部を改正する法律」（令和２年法律第 42号）が令和４年

６月までに施行されることとされていることから、改正法の適正かつ円滑な

施行に向けて準備を進めるとともに、施行後のこれらの制度の適切な運用を

推進します。 

（エ）高齢運転者標識（高齢者マーク）の活用 

高齢運転者の安全意識を高めるため、高齢者マークの積極的な使用の促進

を図ります。 

（オ）高齢者支援施策の推進 

自動車等の運転に不安を有する高齢者等が運転免許証を返納しやすい環

境の整備を図るため、県、市町、県警、関係機関・団体が連携し、運転経歴

証明書制度の周知を図ります。  
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カ シートベルト、チャイルドシートおよびヘルメットの正しい着用の徹底 

後部座席を含めた全ての座席のシートベルトの着用とチャイルドシートの

正しい使用および二輪乗車時におけるヘルメットの正しい着用の徹底を図る

ため、関係機関・団体と連携し、各種講習・交通安全運動等あらゆる機会を通

じて、着用効果の啓発等着用推進キャンペーンを積極的に行うとともに、シー

トベルト、チャイルドシートおよびヘルメット着用義務違反に対する交通指導

取締りを推進します。 

キ 自動車安全運転センターの業務の充実 

自動車安全運転センター安全運転中央研修所における各種の訓練施設の受

講を促進し、高度の運転技能と専門的知識を必要とする安全運転指導者や職業

運転者、青少年運転者等に対する参加・体験・実践型の交通安全教育の充実を

図るとともに、通知、証明および調査研究業務等の一層の充実を図ります。 

ク 自動車運転代行業の指導育成等 

自動車運転代行業の業務の適正な運営を確保し、交通安全および利用者の保

護を図るため、自動車運転代行業者に対し、立入検査等を行うほか、無認定営

業、損害賠償措置義務違反、無免許運転等の違法行為の厳正な取締りを実施し

ます。 

ケ 自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断の充実 

自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断については、自動車運

送事業等の安全を確保するため、事業者に対し、高齢運転者等に受診させるよ

う義務付けるとともに、受診環境を整えるため、適性診断実施の認定基準を明

確化したところであり、引き続き、適性診断の実施者への民間参入を促進しま

す。 

コ 危険な運転者の早期排除 

行政処分制度の適正かつ迅速な運用により危険な運転者の早期排除に努め

るほか、自動車等の安全な運転に支障を及ぼすおそれがある病気等にかかって

いると疑われる者等に対する臨時適性検査等の迅速・的確な実施に努めるなど、

将来における道路交通上の危険防止を図ります。 

 

（２）飲酒運転防止対策の充実 

ア 飲酒運転（再発）防止に関する普及啓発  

市町、関係機関・団体と連携して、飲酒運転根絶のため効果的な広報啓発活

動や飲酒運転違反者に対する再発防止教育、アルコール問題対策など総合的な

施策、取組を引き続き実施します。 

また、「飲酒運転０(ゼロ)をめざすキャンペーン」などにより、県民一人ひと

りに「飲酒運転は絶対しない、させない、許さない」という意識の定着のため

の教育、啓発活動を推進します。 



- 48 - 

さらに、県民の間に広く飲酒運転の根絶についての理解と関心を深めるため、 

毎年 12 月 1 日を「三重県飲酒運転０(ゼロ)をめざす推進運動の日」とし、広

報・啓発などの事業を行います。 

イ 飲酒運転とアルコール問題相談窓口の設置 

「飲酒運転防止（飲酒運転とアルコール問題）相談窓口」により、飲酒運転

を行うおそれのある者や家族等からの相談を受け、受診義務の履行につなげる

とともに、必要な情報の提供に努め、飲酒運転の防止を図ります。 

   ウ 飲酒運転防止のための講習 

常習飲酒運転者対策の一環として、飲酒運転の危険性を理解させる飲酒学級、 

飲酒取消処分者講習を実施し、アルコール依存症の疑いのある者に対しては、

受診勧奨に努めます。 

   エ 飲酒運転違反者に対するアルコール依存症に関する受診義務 

飲酒運転違反者に対して、指定医療機関においてアルコール依存症に関する

診断を受け、また、診断を受けた旨の報告をするよう通知し、また、未受診者

に対しては勧告および再勧告を行います。 
 

（３）運転免許業務の充実 

県民の立場に立った運転免許業務を行うため、手続の簡素化の推進により更新

負担の軽減を図ったり、交通事故被害者の心情に沿った対応を行ったりするとと

もに、高齢者講習については、指定自動車教習所等と連携して、受講者の受入体

制の拡充を図ります。 

さらに、運転免許センターにおける障がい者等のための設備・資機材の整備お

よび安全運転相談活動の充実を図ります。 
 

（４）安全運転管理の推進 

安全運転管理者および副安全運転管理者（以下「安全運転管理者等」という。）

に対する講習の充実等により、これらの者の資質および安全意識の向上を図ると

ともに、事業所内で交通安全教育指針に基づいた交通安全教育が適切に行われる

よう安全運転管理者等を指導します。 

また、安全運転管理者等による若年運転者対策および貨物自動車の安全対策の

一層の充実を図るとともに、安全運転管理者等の未選任事業所の一掃を図り、企

業内の安全運転管理体制を充実強化し、安全運転管理業務の徹底を図ります。 

さらに、事業活動に関してなされた道路交通法違反等についての使用者等への

通報制度を十分活用するとともに、使用者、安全運転管理者等による下命、容認

違反等については、使用者等の責任追及を徹底し適正な運転管理を図ります。 

事業活動に伴う交通事故防止をさらに促進するため、ドライブレコーダー、デ

ジタル式運行記録計等（以下「ドライブレコーダー等」という。）の安全運転の確

保に資する車載機器の普及促進に努めるとともに、ドライブレコーダー等によっ

て得られた映像を基に、身近な道路に潜む危険や、日頃の運転行動の問題点等の

自覚を促す交通安全教育や安全運転管理への活用方法について周知を図ります。 
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（５）事業用自動車の安全プラン等に基づく安全対策の推進 

事業用自動車の交通事故死者数・重傷者数・人身事故件数・飲酒運転件数の削

減等を目標とする事業用自動車総合安全プランに基づき、関係者（行政、事業者、

利用者）が一体となり総合的な取組を推進します。 

ア 運輸安全マネジメント等を通じた安全体質の確立 

事業者の安全管理体制の構築・改善状況を国が確認する運輸安全マネジメン

ト評価を引き続き実施します。また、運輸安全マネジメント評価を通じて、運

輸事業者による防災意識の向上および事前対策の強化等を図り、運輸防災マネ

ジメントの取組を強化するとともに、感染症による影響をふまえた運輸事業者

の安全に係る取組および事業者によるコンプライアンスを徹底・遵守する意識

付けの取組を的確に確認します。 

また、事業者の安全意識の向上を図るため、メールマガジン「事業用自動車

安全通信」や「自動車総合安全情報」ホームページにより、事業者に事業用自

動車による重大事故発生状況、事業用自動車に係る各種安全対策等の情報を引

き続き提供するとともに、外部専門家等の活用による事故防止コンサルティン

グ実施に対して支援するなど、社内での安全教育の充実を図ります。 

イ 抜本的対策による飲酒運転、迷惑運転等悪質な法令違反の根絶 

点呼時にアルコール検知器を使用した酒気帯びの有無の確認を徹底するよ

う指導するとともに、常習飲酒者をはじめとした運転者や運行管理者に対し、

アルコールの基礎知識や節酒方法等の飲酒運転防止の専門的な指導を実施す

るアルコール指導員の普及促進を図り、事業者における飲酒運転ゼロをめざし

ます。また、薬物使用による運行の根絶に向け啓発を続けます。 

さらに、スマートフォンの画面を注視したり、携帯電話で通話したりしなが

ら運転する「ながら運転」、他の車両の通行を妨害し、重大な交通事故にもつな

がる「あおり運転」といった迷惑運転について、運転者に対する指導・監督を

実施するよう、事業者に対し指導を行います。 

ウ ICT・新技術を活用した安全対策の推進 

事業者による事故防止の取組を推進するため、衝突被害軽減ブレーキ等の

ASV 装置や運行管理に資する機器等の普及促進に努めます。 

また、自動車や車載器等の通信システムにより取得した運転情報や、車両と

車載機器、ヘルスケア機器等を連携させた総合的データを活用したシステムの

普及を図り、更なる事故の削減をめざします。 

   エ 超高齢社会におけるユニバーサルサービス連携強化をふまえた事故の防止

対策事業用自動車の運転者の高齢化、および高齢者が被害者となる事故の増加

をふまえ、高齢運転者による事故防止対策を推進するとともに、乗合バスにお

ける車内事故の実態をふまえた取組を実施する。 
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オ 業態ごとの事故発生傾向、主要な要因等をふまえた事故防止対策 

輸送の安全を図るため、トラック・バス・タクシーの業態毎や運転者の年齢、

健康状態等の特徴的な事故傾向をふまえた事故防止の取組を現場関係者とも

一丸となって実施するとともに、運転者に対する指導・監督マニュアルの策定

や、より効果的な指導方法の確立など、更なる運転者教育の充実・強化を検討・

実施します。 

さらに、平成 28 年に発生した軽井沢スキーバス事故をふまえ、安全・安心

な貸切バスの運行を実現するための総合的な対策が取りまとめられたところ、

乗客の死傷事故低減を図るためフォローアップを行いながら対策を推進する。 

カ 事業用自動車の事故調査委員会の提案をふまえた対策 

社会的影響の大きな事業用自動車の重大事故については、事業用自動車事故

調査委員会における事故の背景にある組織的・構造的問題の更なる解明を含め

た原因分析、より客観的で質の高い再発防止策の提言を受け、事業者等の関係

者が適切に対応し、事故の未然防止に向けた取組を促進します。 

キ 運転者の健康起因事故防止対策の推進 

運転者の疾病、体調不良等により、運転を継続できなくなる健康起因事故を

防止するため、「事業用自動車の運転者の健康管理マニュアル」の周知・徹底を

図るとともに、睡眠時無呼吸症候群、脳血管疾患、心臓疾患・大血管疾患等の

スクリーニング検査の普及を図るための方策の周知を図ります。 

   ク 自動車運送事業者に対するコンプライアンスの徹底 

「労働基準法」（昭和 22 年法律第 49 号）等の関係法令等の履行および運行

管理の徹底を図るため、飲酒運転等の悪質違反を犯した事業者、重大事故を引

き起こした事業者および新規参入事業者等に対する監査を徹底するとともに、

関係機関合同による監査・監督を実施し、不適切な事業者に対して厳正な処分

を行います。また、IT を活用して効果的・効率的な監査・監督を実施します。 

さらに 2021 年の東京オリンピック・パラリンピックの輸送ニーズに対応し

つつ、安全性の確保に努めるため、バス発着場を中心とした街頭検査を実施し、

バス事業における交替運転者の配置、運転者の飲酒・過労等の運行実態を把握 

し、事業用自動車による事故の未然防止を図る。関係行政機関との連携として、

相互の連絡会議の開催および指導監督結果の相互通報制度等の活用により、過

労運転に起因する事故等の通報制度の的確な運用と業界指導の徹底を図りま

す。 

ケ 自動車運送事業安全性評価事業の促進等 

全国貨物自動車運送適正化事業実施機関において、貨物自動車運送事業者に

ついて、利用者が安全性の高い事業者を選択することができるようにするとと

もに、事業者全体の安全性向上に資するものとして実施している「貨物自動車

運送事業安全性評価事業」（通称 Gマーク制度）を促進します。 
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また、国、県、市町および関係機関・団体等において、貨物自動車運送を伴

う業務を発注する際には、それぞれの業務の範囲内で道路交通の安全を推進す

るとの観点から、安全性優良事業所（通称 Gマーク認定事業所）の認定状況も

ふまえつつ、関係者の理解も得ながら該当事業所が積極的に選択されるよう努

めます。さらに、貸切バス事業者安全性評価認定実施機関において、貸切バス

事業者の安全性や安全の確保に向けた取組状況を評価し、認定・公表すること

で、貸切バスの利用者や旅行会社がより安全性の高い貸切バス事業者を選択し

やすくする「貸切バス事業者安全性評価認定制度」を推進し、貸切バス事業者

の安全性の確保に向けた意識の向上や取組の促進を図り、より安全な貸切バス

サービスの提供に努めます。 

 

（６）交通労働災害の防止等 

ア 交通労働災害の防止 

交通労働災害防止のためのガイドラインの周知徹底を行うことにより、事業

場における管理体制の確立、適正な労働時間等の管理、適正な走行管理、運転

者に対する教育、健康管理、交通労働災害防止に対する意識の高揚等を促進し

ます。 

また、これらの対策が効果的に実施されるよう関係機関・団体と連携して、

事業場における交通労働災害防止に関する管理者の選任、交通労働災害防止の

ためのガイドラインに基づく同管理者および運転者に対する教育の実施を推

進するとともに、事業場に対する個別指導等を実施します。 

イ 運転者の労働条件の適正化等 

自動車運転者の労働時間、休日、割増賃金、賃金形態等の労働条件の改善を

図るため、監督指導を実施し、労働基準法等の関係法令および「自動車運転者

の労働時間等の改善のための基準」（平成元年労働省告示第７号）の履行を確

保します。 

また、関係機関・団体において相互の連絡会議の開催および監査・監督結果

の相互通報制度等の活用を図るとともに、必要に応じ合同による監査・監督を

実施します。 
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（７）道路交通に関連する情報の充実 

ア 危険物輸送に関する情報提供の充実等 

危険物の輸送時の事故による大規模な災害を未然に防止し、災害が発生した

場合の被害軽減に資する情報提供の充実等を図るため、イエローカード（危険

有害物質の性状、事故発生時の応急措置、緊急通報・連絡先等事故の際必要な

情報を記載した緊急連絡カード）の携行、関係法令の遵守、乗務員教育の実施

等について危険物運送事業者の指導を強化します。 

また、危険物運搬車両の交通事故による危険物の漏洩等が発生した場合に、

安全かつ迅速に事故処理等を行うため、危険物災害等情報支援システムの充実

を図ります。 

イ 国際海上コンテナの陸上輸送に係る安全対策 

国際海上コンテナの陸上輸送における安全を確保するため、コンテナ内に収

納された貨物の品目、重量、梱包等に関する情報の伝達やコンテナロックの確

実な実施等を内容とする「国際海上コンテナの陸上における安全輸送ガイドラ

イン」について、地方連絡会議や関係業界を通じて、関係者への周知徹底を図

ります。 

ウ 気象情報等の充実 

道路交通に影響を及ぼす台風、大雨、大雪、竜巻等の激しい突風、地震、津

波、火山噴火等の自然現象を的確に把握し、特別警報・警報・予報等の適時・

適切な発表および迅速な伝達に努めるとともに、これらの情報の質的向上に努

めます。また、道路の降雪状況や路面状況等を収集し、道路利用者に提供する

道路情報提供装置等の整備を推進します。 

さらに、気象、地震、津波、火山現象等に関する観測施設を適切に整備・配

置し、維持するとともに、防災関係機関等との間の情報の共有や ICT を活用し

た観測・監視体制の強化を図るものとします。また、広報や講習会等を通じて

気象知識の普及に努めます。 

このほか、日本に住まれている外国人の方、訪日される外国人の方が安心・

安全に過ごすことができるように、警報・注意報、津波警報、天気予報といっ

た「防災気象情報の多言語化※1」の取組を引き続き推進します。 

 

 

 

 

 

 

                             
※1 気象庁ホームページ 防災気象情報の多言語化のページ 

【URL】https://www.jma.go.jp/jma/kokusai/multi.html 
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４ 車両の安全性の確保 

近年、自動車に関する技術の進歩は目覚ましく、さまざまな先進安全技術の開発・

実用化が急速に進んでいます。交通事故のほとんどが運転者の交通ルール違反や運転

操作ミスに起因している状況において、こうした技術の活用・普及促進により、交通

事故の飛躍的な減少が期待できると考えられます。既に衝突被害軽減ブレーキの普及

等に伴い、事故件数および死傷者数は減少傾向にあるものの、社会問題となっている

高齢運転者による事故や子どもの安全確保も喫緊の課題であることから、自家用自動

車および事業用自動車双方における先進安全技術の更なる活用・普及促進により着実

に交通安全を確保していくことが重要です。 

このような認識の下、事故を未然に防止する予防安全対策について、自動運転技術

を含む先進安全技術のより一層の普及促進を図る必要があります。 

ただし、先進安全技術を円滑かつ効果的に社会に導入していくためには、運転者が

その機能を正確に把握して正しく使用するための対策も重要です。 

さらに、先進技術の導入により自動車の構造が複雑化する中、使用過程においてそ

の機能を適切に維持するためには、これまで以上に適切な保守管理が重要となります。

特に自動運転技術については、誤作動を起こした場合は事故に直結する可能性が高い

ことから、その機能を適切に保守管理するための仕組みや体制の整備が求められ、自

動車整備事業および自動車検査の制度においても適切な対応が必要です。 
 

（１）自動運転車の安全対策・活用の推進 

交通事故の多くが運転者のミスに起因しているため、先進安全技術の活用に加

え、自動運転の実用化は交通安全の飛躍的向上に資する可能性があると考えられ

ます。一方で自動運転技術は開発途上の技術でもあることから、自動運転車の活

用促進および安全対策の両方を推進します。 

ア 安全な自動運転移動サービス車両の実現に向けた取組の促進 

高齢者等の移動に資する自動運転移動サービス車両の実現に向けて、車両の

安全性等を確保するために、実証実験等の取組を市町・関係機関・団体と連携

して促進します。 

イ 自動運転車の事故に関する原因究明および再発防止に向けた取組の推進 

自動運転車の事故については、事故発生時の自動運転システムや走行環境の

状況、運転者の対応状況等さまざまな要因が考えられるため、客観性および真

正性を確保した形で総合的な事故調査・分析を実施し、速やかな事故原因の究

明および再発防止に努めます。 

 

（２）自動車の検査および点検整備の充実 

ア 自動車の検査の充実 

近年急速に普及している衝突被害軽減ブレーキ等の先進安全技術の機能維

持を図るために、現在の外観確認やブレーキテスタ等の測定器を中心とした検
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査に加え、車両に搭載された車載式故障診断装置（OBD※2）に記録された不具合

の情報を読み取ることによる機能確認を実施するなど、自動車検査の高度化を

図ります。 

また、独立行政法人自動車技術総合機構と連携し、これらの検査が指定自動

車整備事業者等において確実に行われるよう努めます。さらに、不正改造を防

止するため、適宜、自動車使用者の立入検査を行うとともに、街頭検査体制の

充実強化を図ることにより、不正改造車両をはじめとした整備不良車両および

基準不適合車両の排除等を推進します。 

あわせて、指定自動車整備事業制度の適正な運用・活用を図るため、事業者

に対する指導監督を強化します。さらに、軽自動車の検査についても、その実

施機関である軽自動車検査協会における検査体制の充実強化を図ります。 

イ 自動車点検整備の充実 

（ア）自動車点検整備の推進 

自動車ユーザーの保守管理意識を高揚し、点検整備の確実な実施を図るた

め、「自動車点検整備推進運動」を関係者の協力の下に全県的に展開するな

ど、自動車ユーザーによる保守管理の徹底を強力に促進します。 

また、自動車運送事業者の保有する事業用車両の安全性を確保するため、

自動車運送事業者監査、整備管理者研修等のあらゆる機会を捉え、関係者に

対し、車両の保守管理について指導を行い、その確実な実施を推進します。  

なお、車両不具合による事故については、その原因の把握・究明に努める

とともに、点検整備方法に関する情報提供等により再発防止の徹底を図りま

す。 

（イ）不正改造車の排除 

道路交通に危険を及ぼすなど社会的問題となっている暴走族の不正改造

車や過積載を目的とした不正改造車等を排除し、自動車の安全運行を確保す

るため、関係機関の支援および自動車関係団体の協力の下に「不正改造車を

排除する運動」を全県的に展開し、広報活動の推進、関係者への指導、街頭

検査等を強化することにより、不正改造防止について、自動車ユーザーおよ

び自動車関係事業者等の認識を高めます。 

また、不正改造行為の禁止および不正改造車両に対する整備命令制度につ

いて、その的確な運用に努めます。 

（ウ）自動車特定整備事業の適正化および生産性向上 

点検整備に対する自動車ユーザーの理解と信頼を得るため、自動車特定整

備事業者に対し、整備料金、整備内容の適正化について、消費者保護の観点

も含め、 その実施の推進を指導します。また、自動車特定整備事業者におけ

る経営管理の改善や生産性向上等への支援を推進します。 

                             
※2 OBD：On-Board Diagnostics 
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（エ）自動車の新技術への対応等整備技術の向上 

自動車新技術の採用・普及、ユーザーニーズの多様化等の車社会の環境変

化に伴い、自動車を適切に維持管理するためには、自動車整備業がこれらの

変化に対応する必要があることから、関係機関・団体からのヒアリング等を

通じ自動車整備業の現状について把握するとともに、自動車整備業の環境整

備・技術の高度化を推進します。 

また、整備主任者を対象とした新技術に対応した研修等の実施により、整

備要員の技術の向上を図るとともに、新技術が採用された自動車の整備や自

動車ユーザーに対する自動車の正しい使用についての説明等のニーズに対

応するため、一級自動車整備士制度の活用を推進します。 

（オ） ペーパー車検等の不正事案に対する対処の強化 

民間能力の活用等を目的として、指定自動車整備事業制度が設けられてい

ますが、依然としてペーパー車検等の不正事案が発生していることから、制

度の適正な運用・活用を図るため、事業者に対する指導監督を引き続き行い

ます。 
 

（３）リコール制度の充実・強化 

自動車製作者の垣根を越えた装置の共通化・モジュール化が進む中、複数の自

動車製作者による大規模なリコールが行われていることから、自動車のリコール

をより迅速かつ確実に実施するため、自動車製作者等からの情報収集体制の強化

を図るとともに、安全・環境性に疑義のある自動車については独立行政法人自動

車技術総合機構において現車確認等による技術的検証を行います。 

また、自動車ユーザーの目線に立ったリコールの実施のために、自動車ユーザ

ーからの不具合情報の収集を推進するとともに、自動車ユーザーに対して、自動

車の不具合に対する関心を高めるためのリコール関連情報等の提供の充実を図

ります。 
 

（４）自転車の安全性の確保 

自転車の安全な運転を確保し、自転車事故の防止を図るため、駆動補助機付自

転車（電動アシスト自転車）および普通自転車の型式認定制度を適切に運用しま

す。また、自転車運転者が定期的に点検整備や正しい利用方法等の指導を受ける

気運を醸成するとともに、夜間における交通事故の防止を図るため、灯火の取付

けの徹底と反射材用品等の普及促進を図り、自転車の被視認性の向上を図ります。  
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５ 道路交通秩序の維持 

交通ルール無視による交通事故を防止するためには、交通指導取締り、交通事故事

件捜査、暴走族等対策を通じ、道路交通秩序の維持を図る必要があります。 

このため、交通事故実態等を的確に分析し、死亡事故等重大事故に直結する悪質性、

危険性の高い違反や、駐車違反等の迷惑性の高い違反に重点を置いた交通事故抑止に

資する交通指導取締りを推進します。 

また、交通事故事件の発生に際しては初動段階から組織的な捜査を行うとともに、

危険運転致死傷罪の立件も視野に入れた捜査の徹底を図るほか、研修等による捜査力

の強化や、客観的な証拠に基づいた事故原因の究明等により適正かつ緻密な捜査の一

層の推進を図ります。 

さらに、暴走族等対策を強力に推進するため、関係機関・団体が連携し、地域が一

体となって暴走族追放気運の高揚等に努め、暴走行為をさせない環境づくりを推進す

るとともに、取締り体制および装備資機材の充実強化を図ります。 

 

（１）交通指導取締りの強化等 

ア 一般道路における効果的な交通指導取締りの強化等 

一般道路においては、歩行者および自転車運転者の事故防止ならびに事故多

発路線等における重大事故の防止に重点を置いて、交通指導取締りを効果的に

推進します。 

その際、地域の交通事故実態や違反等に関する地域特性等を十分考慮します。 

（ア）交通事故抑止に資する交通指導取締りの推進 

交通事故実態の分析結果等をふまえ、事故多発路線等における街頭指導活

動を強化するとともに、無免許運転、飲酒運転、妨害運転、著しい速度超過、

交差点関連違反、特に横断歩行者等妨害等違反等の交通事故に直結する悪質

性、危険性の高い違反、迷惑性の高い違反に重点を置いた交通指導取締りを

推進します。 

特に、飲酒運転および無免許運転については、取締りにより常習者を道路

交通の場から排除するとともに、運転者に対する捜査のみならず、周辺者に

対する捜査を徹底するなど、飲酒運転および無免許運転の根絶に向けた取組

を推進します。 

また、引き続き、児童、高齢者、障がい者等の保護の観点に立った交通指

導取締りを推進します。 

さらに、地理的情報等に基づく交通事故分析の高度化を図り、交通指導取

締りの実施状況について、交通事故の発生実態等を分析し、その結果を取締

り計画の見直しに反映させる、いわゆる PDCA サイクルをより一層機能させ

ます。加えて、取締り場所の確保が困難な生活道路や警察官の配置が困難な

時間帯においても速度取締りが行えるよう、可搬式速度違反自動取締装置の

効果的な運用を図る等、より効果的な取締りを行うための資機材の整備に努

めます。  
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（イ）背後責任の追及 

事業活動に関してなされた過積載、過労運転等の違反については、自動車

の使用者等に対する責任追及を徹底するとともに、必要に応じ自動車の使用

制限命令や荷主等に対する再発防止命令を行い、また、事業者の背後責任が

明らかとなった場合は、それらの者に対する指導、監督処分等を行うことに

より、この種の違反の防止を図ります。 

（ウ）自転車運転者に対する交通指導取締りの推進 

自転車運転者による無灯火、二人乗り、一時不停止等に対して積極的に指

導警告を行うとともに、悪質・危険な交通違反に対する検挙措置を推進しま

す。 

イ 高速自動車国道等における交通指導取締りの強化等 

高速自動車国道等においては、重大な違反行為はもちろんのこと、軽微な違

反行為であっても重大事故に直結するおそれがあることから、交通指導取締り

体制の整備に努め、交通流や交通事故発生状況等の交通の実態に即した効果的

な機動警ら等を実施することにより、違反の未然防止および交通流の整序を図

ります。 

また、高速自動車国道等における速度超過の取締りは常に危険を伴うため、

受傷事故防止等の観点から、速度違反自動取締装置等の取締り機器の積極的か

つ効果的な活用を推進します。 

さらに、交通指導取締りは、悪質性、危険性、迷惑性の高い違反を重点とし、

特に、著しい速度超過、飲酒運転、妨害運転、車間距離不保持、通行帯違反等

の取締りを強化します。 

 

（２）交通事故事件等に係る適正かつ緻密な捜査の一層の推進 

ア 危険運転致死傷罪の立件を視野に入れた捜査の徹底 

交通事故事件等の捜査においては、初動捜査の段階から「自動車の運転によ

り人を死傷させる行為等の処罰に関する法律」（平成 25 年法律第 86 号）第２

条または第３条（危険運転致死傷罪）による立件も視野に入れた捜査の徹底を

図ります。 

イ 交通事故事件等に係る捜査力の強化 

交通事故事件等の捜査力を強化するため、捜査体制の充実および研修等によ

る捜査員の捜査能力の一層の向上に努めます。 

ウ 交通事故事件等に係る科学的捜査の推進 

３D レーザースキャナやひき逃げ事件等の被疑車両の特定に資する捜査支援

システム等、科学的捜査を支える装備資機材等の整備を進め、客観的な証拠に

基づいた科学的な交通事故事件等の捜査を推進します。  
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（３）暴走族等対策の推進 

ア 暴走族追放気運の高揚および家庭、学校等における青少年の指導の充実 

暴走族追放気運を高揚させるため、報道機関等に対する資料提供を積極的に

行い、暴走族の実態が的確に広報されるよう努めるなど、広報活動を積極的に

行います。 

また、家庭、学校、職場、地域等において、青少年に対し、「暴走族加入阻止

教室」を開催するなどの指導等を促進し、暴走族問題と青少年の非行等問題行

動との関連性をふまえ、地域の関連団体等との連携を図るなど、青少年の健全

育成を図る観点から施策を推進します。 

イ 暴走行為阻止のための環境整備 

暴走族等およびこれに伴う群衆のい集場所として利用されやすい施設の管

理者に協力を求め、暴走族等および群衆をい集させないための施設の管理改善

等の環境づくりを推進するとともに、地域における関係機関・団体が連携を強

化し、暴走行為等ができない道路交通環境づくりを積極的に行います。 

また、事前の情報の入手に努め、集団不法事案に発展するおそれがあるとき

は、早期に暴走族等と群衆を隔離するなどの措置を講じます。 

ウ 暴走族等に対する指導取締りの推進 

暴走族等取締りの体制および装備資機材の充実を図るとともに、集団暴走行

為、爆音暴走行為その他悪質事犯に対しては、共同危険行為等の禁止違反をは

じめとする各種法令を適用して検挙および補導を徹底し、併せて解散指導を積

極的に行うなど、暴走族等に対する指導取締りを推進します。 

また、複数の都府県にまたがる広域暴走事件に迅速かつ効率的に対処するた

め、関係都道府県相互の捜査協力を積極的に行います。 

さらに、違法行為を敢行する旧車會員※3に対する実態把握を徹底し、把握し

た情報を関係都道府県間で共有するとともに、騒音関係違反および不正改造等

の取締りを推進します。 

また、「不正改造車を排除する運動」等を通じ、街頭検査において不正改造車

両の取締りを行うとともに、不正改造車両等の押収のほか、司法当局に没収（没

取）措置を働き掛けるなど暴走族等と車両の分離を図り、不正改造等暴走行為

を助長する行為に対しても背後責任の追及を行います。 

エ 暴走族関係事犯者の再犯防止 

暴走族関係事犯の捜査にあたっては、個々の犯罪事実はもとより、組織の実

態やそれぞれの被疑者の非行の背景となっている行状、性格、環境等の諸事情

をも明らかにしつつ、グループの解体や暴走族グループから構成員等を離脱さ

せるなど暴走族関係事犯者の再犯防止に努めます。 

また、暴力団とかかわりのある者については、その実態を明らかにするとと

                             
※3 旧車會員：暴走族風に改造した旧型の自動二輪車等を運転する者 
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もに、暴力団から離脱するよう指導を徹底します。 

暴走族関係保護観察対象者の処遇にあたっては、遵法精神のかん養、家庭環

境の調整、交友関係の改善指導、暴走族組織からの離脱指導等、再犯防止に重

点を置いた処遇の実施に努めます。 

また、暴走行為に対する運転免許の行政処分を、適正かつ迅速に行います。 

オ 車両の不正改造の防止 

暴走行為を助長するような車両の不正な改造を防止するよう、また、保安基

準に適合しない部品等が不正な改造に使用されることがないよう、「不正改造

車を排除する運動」等を通じ、全県的な広報活動の推進および企業、関係団体

に対する指導を積極的に行います。 

また、自動車ユーザーだけでなく、不正改造等を行った者に対して、必要に

応じて事務所等に立入検査を行います。 
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６ 救助・救急活動の充実 

交通事故による負傷者の救命を図り、また、被害を最小限に留めるため、高速自動

車国道を含めた道路上の交通事故に即応できるよう、救急医療機関、消防機関等の関

係機関における緊密な連携・協力関係を確保しつつ、救助・救急体制および救急医療

体制の整備を図ります。 

特に、負傷者の救命率・救命効果の一層の向上を図る観点から、救急現場または搬

送途上において、医師、看護師、救急救命士、救急隊員等による一刻も早い救急医療、

応急処置等を実施するための体制整備を図るほか、事故現場からの緊急通報体制の整

備やバイスタンダー（現場に居合わせた人）による応急手当の普及等を推進します。 
 

（１）救助・救急体制の整備 

ア 救助体制の整備・拡充 

交通事故の種類・内容の複雑多様化に対処するため、救助体制の整備・拡充

を図り、救助活動の円滑な実施を期します。 

イ 多数傷病者発生時における救助・救急体制の充実 

大規模道路交通事故等の多数の負傷者が発生する大事故に対応するため、連

絡体制の整備、救護訓練の実施および消防機関と医療機関等の連携による救

助・救急体制の充実を図ります。 

ウ 自動体外式除細動器（AED※4）の使用も含めた心肺蘇生法等の応急手当の普及

啓発活動の推進 

現場におけるバイスタンダーによる応急手当の実施により、救命効果の向上

が期待できることから、自動体外式除細動器の使用も含めた応急手当について、

消防機関等が行う講習会等の普及啓発活動を推進します。 

このため、心肺蘇生法等の応急手当の知識・技術の普及を図ることとし、消

防機関、保健所、医療機関、日本赤十字社、民間団体等の関係機関においては、

指導資料の作成・配布、講習会の開催等を推進するとともに、救急の日、救急

医療週間等の機会を通じて広報啓発活動を積極的に推進します。また、応急手

当指導者の養成を積極的に行っていくほか、救急通報受信時における応急手当

の口頭指導を推進します。 

さらに、指定自動車教習所における教習および取得時講習、更新時講習等に

おいて応急救護処置に関する知識の普及に努めるほか、交通安全の指導に携わ

る者、安全運転管理者等および交通事故現場に遭遇する可能性の高い業務用自

動車運転者等に対しても広く知識の普及に努めます。 

また、業務用自動車を中心に応急手当に用いるゴム手袋、止血帯、包帯等の

救急用具の搭載を推進します。 

加えて、学校においては、教職員対象の心肺蘇生法（AED の取扱いを含む）

                             
※4 AED：Automated External Defibrillator 
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の実習および各種講習会の開催により指導力・実践力の向上を図るとともに、

中学校、高等学校の保健体育において止血法や包帯法、心肺蘇生法等の応急手

当（AED を含む）について指導の充実を図ります。 

エ 救急救命士の養成・配置等の促進 

プレホスピタルケア（救急現場および搬送途上における応急処置）の充実の

ため、県内の消防機関において救急救命士を計画的に配置できるようその養成

を図り、救急救命士が行える気管挿管、薬剤投与および輸液などの特定行為を

円滑に実施するための講習および実習の実施を推進します。また、医師の指示

または指導・助言の下に救急救命士を含めた救急隊員による応急処置等の質を

確保するメディカルコントロール体制の充実を図ります。 

オ 救助・救急資機材等の装備の充実 

救助工作車や交通救助活動に必要な救助資機材を充実させるとともに、救急

救命士等がより高度な救急救命処置を行うことができるよう、高規格救急自動

車、高度救命処置用資機材等の整備を推進します。 

カ 防災ヘリコプターによる救急業務の推進 

ヘリコプターは、事故の状況把握、負傷者の救急搬送および医師の迅速な現

場投入に有効であることから、ドクターヘリとの相互補完体制を含めて、救急

業務におけるヘリコプターの積極的活用を推進します。 

キ 救助隊員および救急隊員の教育訓練の充実 

複雑多様化する救助・救急事象に対応すべく、救助隊員および救急隊員の知

識・技術等の向上を図るため、継続的な教育訓練を推進します。 

ク 高速自動車国道等における救急業務実施体制の整備 

高速自動車国道における救急業務については、中日本高速道路株式会社が、

道路交通管理業務と一元的に自主救急として処理するとともに、沿線市町等に

おいても「消防法」（昭和 23 年法律第 186 号）の規定に基づき処理すべきもの

として、両者は相互協力して適切かつ効率的な人命救護を行います。 

このため、関係市町等と、高速道路株式会社の連携を強化するとともに、高

速道路株式会社が自主救急実施区間外のインターチェンジ所在市町等に財政

措置を講じ、当該市町等においても、救急業務実施体制の整備を促進します。 

さらに、中日本高速道路株式会社および関係市町は、救急業務に必要な施設

等の整備、従業者に対する教育訓練の実施等を推進します。  

ケ 現場急行支援システムの整備 

緊急車両が現場に到着するまでのリスポンスタイムの縮減および緊急走行

時の交通事故防止のため、緊急車両優先の信号制御を行う現場急行支援システ

ム（FAST※5）の整備を図ります。 

 

                             
※5 FAST：Fast Emergency Vehicle Preemption Systems 
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（２）救急医療体制の整備 

ア 救急医療機関等の整備 

休日夜間応急診療所の設置等、初期救急医療機関の整備を推進します。また、

初期救急医療体制では応じきれない入院を要する救急患者の診療体制を確保

するため、救急医療体制の圏域を設定し、地域内の医療施設の実情に応じて第

二次救急医療体制の整備を図るとともに、第三次救急医療体制として、重症お

よび複数科にまたがる重篤な救急患者への診察機能を有する 24 時間体制の救

命救急センターの整備を進め、評価事業により、外傷診療能力を含めその質の

向上を図ります。 

さらに、救急医療施設の情報を収集し、救急医療情報を提供することにより、

これらの体制が有効に運用されるよう調整を行う救急医療情報センターの整

備・充実を図ります。 

加えて、自動車事故被害者の保護の増進の観点から、自動車事故救急患者の

受入れが多い救急医療機関等に対する救急医療設備の整備を図ります。 

イ 救急医療担当医師・看護師等の養成等 

救急医療に携わる医師を確保していくために、医師の卒前教育や臨床研修に

おいて、救急医療に関する教育・研修の充実に努めます。 

また、救命救急センター等で救急医療を担当している医師に対しても、地域

における救急患者の救命率をより向上させるための研修を行い、救急医療従事

者の確保とその資質の向上を図ります。看護師についても、救急時に的確に医

師を補助できるよう養成課程において救急医療に関する教育の充実に努める

とともに、新人研修における救急医療研修の充実に努め、救急医療を担当する

看護師の確保を図ります。 

さらに、病院内外での救急活動を充実させる観点から、外傷の標準的初期対

応能力の向上に関する研修を推進します。 

ウ ドクターヘリ事業の推進 

交通事故等で負傷した患者の救命率の向上や後遺症を軽減させるため、医師

等が同乗し救命医療を行いながら搬送できるドクターヘリの効果的な運用を

図ります。 

 

（３）救急関係機関の協力関係の確保等 

救急医療施設への迅速かつ円滑な収容を確保するため、救急医療機関、消防機  

関等の関係機関における緊密な連携・協力関係の確保を推進するとともに、救急

医療機関内の受入れ・連絡体制の明確化等を図ります。 

また、医師、看護師等が救急現場および搬送途上に出動し、救命医療を行うこ

とにより救急患者の救命効果の向上を図るため、地域の実情に応じたドクターカ

ーの体制整備を進めるほか、医師の判断を直接救急現場に届けられるようにする
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ため、救急自動車に設置した自動車電話または携帯電話により医師と直接交信す

るシステム（ホットライン）や、患者の容態に関するデータを医療機関へ送信す

る装置等を活用するなど、医療機関と消防機関が相互に連携を取りながら効果的

な救急体制の整備を促進します。 
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７ 被害者支援の充実と推進 

交通事故は予期せず、突然巻き込まれるものであり、交通事故被害者本人は身体的、

精神的にも大きな苦痛を受けます。また、特に交通死亡事故の場合、残された遺族は、

愛する家族を突然失うという多大な精神的苦痛を受けることとなります。このような

深い悲しみやつらい体験をされた交通事故被害者等を支援することは極めて重要で

あることから、「犯罪被害者等基本法」（平成 16 年法律第 161 号）等の下、交通事故

被害者等のための施策を総合的かつ計画的に推進します。 

さらに、交通事故被害者等は、精神的にも大きな打撃を受けている上、交通事故に

係る知識、情報が乏しいことが少なくないことから、交通事故に関する相談を受けら

れる機会を充実させるとともに、交通事故の概要、捜査経過等の情報を提供し、被害

者支援を積極的に推進します。 
 

（１）自動車損害賠償保障制度の充実等 

自動車事故による被害者の救済対策の中核的役割を果たしている自動車損害

賠償保障制度については、今後とも、社会経済情勢の変化、交通事故発生状況の

変化等に対応して、その改善を推進し、被害者救済の充実を図ります。 

ア 無保険（無共済）車両対策の徹底 

自動車損害賠償責任保険（共済）の期限切れ、掛け忘れに注意が必要である

ことを広報活動等を通じて広く県民に周知するとともに、街頭における監視活

動等による注意喚起を推進し、無保険（無共済）車両の運行の防止を徹底しま

す。 

イ 任意の自動車保険（自動車共済）の加入促進等 

自賠責保険（自賠責共済）と共に重要な役割を果たしている任意の自動車保

険（自動車共済）の加入促進のための広報啓発を行います。 
 

（２）自転車損害賠償責任保険等への加入促進 

近年、自転車運転者が加害者になる事故の損害賠償において、加害者側に高額

な賠償命令が出ていることや、責任無能力者を含む未成年者が多いことをふまえ、

被害者救済の観点から、「三重県交通安全条例」(令和２年三重県条例第３号）に

基づき、自転車運転者に対して自転車損害賠償責任保険等への加入を促進します。 

また、自転車小売業者等に対しても自転車損害賠償責任保険等の情報提供を求

めます。 
 

（３）損害賠償の請求についての援助等 

ア 交通事故相談活動の推進 

県・市等が運営する交通事故相談所等を活用し、地域における交通事故相談

活動を推進します。 

（ア）交通事故相談所等における円滑かつ適正な相談活動を推進するため、交通

事故相談所等は、日弁連交通事故相談センター、交通事故紛争処理センター

その他民間の犯罪被害者支援団体等の関係機関、団体等との連絡協調を図り

ます。 
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（イ）交通事故被害者等の心情に配慮した相談業務の推進を図るとともに、相談

内容の多様化・複雑化に対処するため、研修等を通じて、相談員の資質向上

を図ります。 

（ウ）交通事故相談所等において各種の広報を行うほか、県・市町等のホームペ

ージや広報誌の積極的な活用等により交通事故相談活動の周知を図り、交通

事故当事者に対し広く相談の機会を提供します。 

イ 損害賠償請求の援助活動等の強化 

警察においては、交通事故被害者等に対する適正かつ迅速な救助の一助とす

るため、救済制度の教示や交通事故相談活動を積極的に推進します。 

 

（４）交通事故被害者支援の充実強化 

ア 自動車事故被害者等に対する援助措置の充実 

交通事故被害者対策事業の内容の見直しを図りつつ、社会的必要性の高い事

業を充実していきます。 

救済策として、交通遺児等に対する生活資金貸付けおよび重度後遺症障がい

者に対する介護料の支給等の援助を行います。 

イ 交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進 

交通事故被害者等の心情に配慮した相談業務を、県の交通事故相談、警察署

の交通課、交通安全活動推進センター等の被害者支援員等により推進するとと

もに、関係機関相互の連携を図り、さらに、民間の犯罪被害者支援団体等との

連携を図ります。 

警察においては、交通事故被害者等に対して交通事故の概要、捜査経過等の

情報を提供するとともに、刑事手続の流れ等をまとめた「被害者の手引」を作

成し、活用します。特に、ひき逃げ事件、交通死亡事故等の重大な交通事故事

件の被害者等については、被疑者の検挙、送致状況等を連絡する被害者連絡制

度の充実を図ります。 

また、死亡事故等の被害者等からの加害者の行政処分に係る意見聴取等の期

日や行政処分結果についての問い合わせに応じ、適切な情報の提供を図ります。 

さらに、交通事故捜査を担当する警察職員に対しては、警察学校における教

育・研修の実施や、被害者連絡調整官等が、各警察署で実施する被害者連絡に

ついて指導を行うとともに、自ら被害者連絡を実施するなどして組織的な対応

を図り、職員に対し交通事故被害者等の心情に配意した対応について徹底を図

ります。 

ウ 公共交通事故被害者等への支援 

公共交通事故による被害者等への支援の確保を図るため、公共交通事故被害

者支援室では、①公共交通事故が発生した場合の情報提供のための窓口機能、

②被害者等が事故発生後から再び平穏な生活を営むことができるまでの中長

期にわたるコーディネーション機能（被害者等からの心身のケア等に関する相

談への対応や専門家の紹介等）等を担うこととしています。 
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引き続き、関係者からの助言をいただきながら、外部の関係機関とのネット

ワークの構築、公共交通事故被害者等支援フォーラムの開催、公共交通事業者

による被害者等支援計画作成の促進等、公共交通事故の被害者等への支援の取

組を着実に進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 67 - 

８ 調査研究の充実 

交通事故の要因は近年ますます複雑化、多様化してきており、直接的な要因に基づ

く対症療法的対策のみでの解決は難しくなりつつある中、有効かつ適切な交通対策を

推進するため、その基礎として必要な研究開発の推進を図ることが必要です。 

また、交通安全対策についてはデータを用いた事前評価、事後評価等の客観的分析

にもとづいて実施するとともに、事後評価で得られた結果を他の対策に役立てるなど

結果をフィードバックする必要があります。 

このため、道路交通の安全に関する研究の推進を図るとともに、死亡事故のみなら

ず重傷事故等も含め交通事故の分析を充実させるなど、引き続き、道路交通事故要因

の総合的な調査研究の推進を図ります。 

また、交通の安全に関する研究の成果を交通安全施策に取り入れるとともに、民間

に対する資料の提供等によりその成果の普及を図ります。 

 

（１）道路交通の安全に関する調査研究の推進 

交通事故の発生要因が複雑化、多様化していること、高齢者人口・高齢運転者

の増加、ICT の発展、道路交通事故の推移、道路交通安全対策の今後の方向を考

慮して、調査研究を推進します。 

ア 高齢者の交通事故防止に関する研究の推進 

高齢化の進展に伴う交通事故情勢の推移に対応して、高齢者が安全にかつ安

心して移動・運転できるよう適切な安全対策を実施するため、道路を利用する

高齢者および高齢運転者の交通行動特性をふまえた効果的な交通事故防止対

策の立案に関する研究を推進します。 

イ 交通安全対策の評価・効果予測方法の充実 

交通安全対策のより効率的、効果的、重点的な推進を図るため、各種の対策

による交通事故削減効果および人身傷害等事故発生後の被害の軽減効果につ

いて、客観的な事前評価、事後評価を効率的に行うためのデータ収集・分析・

効果予測方法の充実を図ります。 

ウ その他の研究の推進 

（ア）交通事故の長期的予測の充実 

多様な側面を有する交通安全対策のより効率的、効果的、重点的な推進を

図るため、交通事故に関して統計学的な見地から分析を行い、交通事故の発

生に関する傾向や特徴について、長期的な予測の充実を図ります。あわせて、

交通事故に係る各種統計・データについて、EBPM の更なる推進を図る観点か

ら、引き続きその充実・改善に取り組みます。 
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（２）道路交通事故原因の総合的な調査研究の充実強化 

交通事故の実態を的確に把握し、更なる交通事故死傷者数の削減に向けた効果

的かつ詳細な交通安全施策の検討、立案等に資するため、交通事故総合分析セン

ターを積極的に活用して、人、道路および車両について総合的な観点からの事故

分析を行います。 

また、工学、医学、心理学等の分野の専門家、大学、民間研究機関等との連携・

協力の下、科学的アプローチによる交通事故の総合的調査研究を推進し、事故発

生メカニズムの解明と事故予防の施策の確立に向けた体制を充実させます。 

さらに、官民の保有する交通事故調査・分析に係る情報を県民に対して積極的

に提供することにより、交通安全に対する県民の意識の向上を図ります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


